
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

平成２１年経済センサス-基礎調査結果（確報） 
 

－ 愛知県の事業所数と従業者数 － 
平成２１年７月１日現在 

 

 

 
 
 

 

愛知県県民生活部統計課 

○ 事業所数は 34 万 4523 事業所で全国第 3 位   3 ページ

○ 従業者数は 400 万 6646 人で全国第 3 位     3 ページ

○ 製造業の従業者数は 93 万 9738 人で全国第 1 位 3ページ

○ 従業者数の男女比は男性 59.0%、女性 40.6%    4 ページ

○ 派遣従業者数は 11 万 651 人で比率は 2.9%     7 ページ
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利 用 上 の 注 意 
 
 この確報は、統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計として平成２１

年７月１日現在で実施された「平成２１年経済センサス-基礎調査」の結果の概要で

す。 
平成２１年経済センサス-基礎調査は、我が国の事業所及び企業を対象に新しく創

設された調査です。事業所・企業統計調査（平成１８年まで実施）と調査の対象は同

様ですが、調査手法が異なることから、平成１８年事業所・企業統計調査との差数が

全て増加・減少を示すものではありません。過去の事業所・企業統計調査との比較の

際は留意してください。 

 

１ 調査の目的 

  この調査は、事業所及び企業の経済活動の状態を明らかにし、我が国における包

括的な産業構造を明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査

の実施のための母集団情報を整備することを目的としています。  
  

２ 調査の期日 
  平成２１年７月１日  
 
３ 調査の対象 
  農林漁家に属する個人経営の事業所、家事サービス業及び外国公務に属する事業

所を除くすべての事業所及び企業が対象です。 
 

４ その他 

（１）本文及び統計表中の記号・表示の意味は、次のとおりです。 

     「―」… 該当のないものを示します。 

     「0.0」… 四捨五入による単位未満のものです。 

 

（２）「構成比」については、表示された個別の数値が四捨五入したものであること

から、内訳の合計と総数が一致しない場合があります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
- 2 -

５ 地域・地区及び広域エリアについて 

この確報中で用いる地域・地区及び広域エリアの区分については、次表のとおりです。 

地域名 地区名 市町村名 

名古屋地区 名古屋市 

津島市、愛西市、弥富市、七宝町、美和町、甚目寺町 

大治町、蟹江町、飛島村 
海部地区 

尾張西部地区 一宮市、稲沢市 

尾張中部地区 清須市、北名古屋市、豊山町、春日町 
尾張地域 

春日井市、犬山市、江南市、小牧市、岩倉市、大口町 

扶桑町 
尾張北部地区 

尾張東部地区 瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日進市、東郷町、長久手町 

半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市、阿久比町 

東浦町、南知多市、美浜町、武豊町 
知多地区 

豊田加茂地区 豊田市、三好町 

岡崎額田地区 岡崎市、幸田町 

（注）地域・地区の区分は平成 21 年 7月 1日（調査日）現在で表記してあります。 

（注）参考統計表における広域エリアは、平成 22年 3 月策定の｢政策指針 2010-2015｣の区分に従い、 

平成 21 年 7月 1日(調査日)現在の市町村名で表記してあります。 

衣浦東部地区 碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高浜市 
西三河地域 

西尾幡豆地区 西尾市、一色町、吉良町、幡豆町 

新城設楽地区 新城市、設楽町、東栄町、豊根村 

宝飯地区 豊川市、蒲郡市、小坂井町 東三河地域 

豊橋田原地区 豊橋市、田原市 

広域エリア 市町村名 

名古屋エリア 名古屋市 

一宮市、津島市、稲沢市、愛西市、弥富市、七宝町、美和町、甚目寺町、大

治町、蟹江町、飛島村 
西尾張エリア 

瀬戸市、春日井市、犬山市、江南市、小牧市、尾張旭市、岩倉市、豊明市、

日進市、清須市、北名古屋市、東郷町、長久手町、豊山町、春日町、大口

町、扶桑町 

北東尾張エリア 

半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市、阿久比町、東浦町、南知多町、

美浜町、武豊町 
知多エリア 

岡崎市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立市、高浜市、一色

町、吉良町、幡豆町、幸田町、三好町 
西三河エリア 

豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町、豊根村、小坂

井町 
東三河エリア 
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１ 調査結果概況 
（１）事業所数 

事業所数は 34 万 4523 事業所で、東京都、大阪府に次いで全国第 3位となっ 

ています。（10 ページ表 8、11 ページ図 5参照） 

 
（２）従業者数 

従業者数は 400 万 6646 人で、東京都、大阪府に次いで全国第 3位となってい 

ます。また、製造業の従業者数は 93 万 9738 人で全国第 1位となっています。 

（10 ページ表 8、11 ページ図 5参照） 

 
２ 産業大分類別概況 
（１）事業所数 
   事業所数が最も多い産業は｢卸売業，小売業｣の 8 万 6436 事業所で、全事業所

数の 25.1％を占めています。次いで｢宿泊業，飲食サービス業｣4 万 5554 事業所

（構成比 13.2％）、「製造業」4万 3440 事業所（同 12.6％）、「建設業」3万 1658

事業所（同 9.2％）、「生活関連サービス業，娯楽業」2万 7588 事業所（同 8.0％）

などとなっています。 

 

 表 1 産業大分類別事業所数 
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図１ 産業大分類別事業所数構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 従業者数 

 従業者数が最も多い産業は、｢製造業｣の 93 万 9738 人で全従業者数の 23.5％ 

を占めています。次いで｢卸売業，小売業｣79 万 2329 人（構成比 19.8％）、「宿 

泊業，飲食サービス業」36 万 2135 人（同 9.0％）、「医療,福祉」31 万 6696 人 

（同 7.9％）、「サービス業（他に分類されないもの）」28 万 5316 人（同 7.1％） 

などとなっています。また、従業者数を男女別の割合でみると、｢電気・ガス・ 

熱供給・水道業｣では男性が 88.2％と約 9 割を占めており、｢運輸業，郵送業｣ 

で 81.5％、｢建設業｣で 81.3％と男性の割合が多くなっています。一方、｢医療， 

福祉｣で女性が 75.2％と 7 割以上を占めており、｢宿泊業，飲食サービス業｣で 

60.8％、｢生活関連サービス業，娯楽業｣で 58.6%と約 6 割を占めています。 

 

表 2 産業大分類別従業者数 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（注）総数には男女別が不詳の従業者を含むため、男性と女性の合計は総数とは一致しない場合があります。

   男性と女性の比率の合計についても 100%にならない場合があります。 
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図 2 産業大分類別従業者数構成比 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 従業者規模別（民営） 

（１）事業所数 

   民営事業所について従業者規模別に事業所数をみると、｢1～4 人｣が 19 万 2606

事業所（構成比57.0%）と最も多く、次いで｢5～9人｣が6万8240事業所（同20.2%）、 

｢10～19 人｣が 4 万 831 事業所（同 12.1%）などとなっており、9人以下の事業所

が全体の約 8割を占めています。 

 

（２）従業者数 

   民営事業所について従業者規模別に従業者数をみると、｢300 人以上｣の事業所

の従業者数が 66 万 5150 人（同 17.6%）と最も多く、次いで｢10～19 人｣が 55 万 

  2218 人（14.6%）、｢5～9 人｣が 44 万 6048 人（同 11.8%）などとなっています。 

 

表 3 従業者規模別事業所数及び従業者数（民営） 
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図 3 従業者規模別事業所数及び従業者数の構成比（民営） 

 
４ 雇用者 

（１）全産業（民営、非農林漁業） 

   従業者の従業上の地位のうち雇用者をみると、「正社員・正職員」が 205 万 4200

人（61.3%）、「正社員・正職員以外の雇用者」は 129 万 5560 人（38.7%）となっ

ています。 
 
（２）産業大分類別（民営、非農林漁業） 

雇用者に占める「正社員・正職員」の割合を産業大分類別にみると、「電気・ 
ガス・熱供給・水道業」（92.8%）が最も高く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取

業」（86.8%）、「情報通信業」（86.0%）などとなっています。一方、雇用者に占め

る「正社員・正職員以外の雇用者」の割合は、「宿泊業，飲食サービス業」（80.1%）

が最も高く、次いで「生活関連サービス業，娯楽業」（56.6%）、「教育，学習支援

業」（53.0%）などとなっています。 
 

表 4 産業大分類別、従業上の地位別従業者数（民営、非農林漁業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）「正社員・正職員以外の雇用者」とは、「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」を合算したものです。


